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原価管理と原価統制
小　　川 捌
1　は　　じ　め　に
　周知のごとく，原価管理という言葉が管理会計におげる概念として用いられ
るようになつて以来，原価管理とは何かという問題をめぐって数多くの論議が
くりかえされてきている。しかも昭和42年通産省産業構造審議会管理会計部
会がrコスト・マネジメソトー原価引下げの新理念とその方法」と題する答申
を行なって以来，この論議は一層はなやかになつたように思われる。
　原価管理の意味をめぐる論議は，当然，原価管理の領域はどこまでかという
問題にも直接つながるものであろう。そこで本稿では，まず原価管理とは何か，
またそれは管理会計のなかでどのように位置づげられるべきかについて論究し
同時に原価管理の領域について若干の考察を行なうことにしたい。
　原価管理とは，元来コスト・コ＝■トロール（COSt　COnt・01）の訳語であったこ
とはここであらためて指摘するまでもなかろう。ところが原価管理に関して現
在生じている混乱のひとつは，類似用語または類似概念との違いをどこに求め
るかにある。たとえぱ，原価引下，原価統制，コスト・マネジメソトなどとど
のような差異があるのであろうか。もともとアメリカ文献において原価管理に
関する研究がすすめられていた当初においては・コスト・コソトロールという
用語が専ら用いられ，コスト・リダクショソ（c0・t・educti㎝）コスト・イソプ
ルーブメソト（costi血prOvement）コスト・マネジメソト（costmanagement）
などという言葉は，少なくとも管理会計上の専門語とLてはあまり使われたか
った。この当時においては標準原価計算や予算統制によって原価を管理する方
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法をコスト・コソトロールと呼んでいたのである。
　わが国において，第二次大戦後急速にアメリカにおげる管理会計的諸方法が
導入されたが，この時期におげる原価管理はまさにこのような概念のもとに展
開されていたのである。このコスト・コソトロールを原価統制と訳すべきか，
原価管理と訳すべきかについては当初若干の議論があったようである。古くは
戦前において，故長谷川安兵衛博士がコスト・コソトロールを原価統制と訳出
たことはあまりにも有名であり，戦後の一時期はコスト・コントロールをしめ
ぐって原価統制という訳語と原価管理という訳語が同時に用いられていたので
あったが，その後原価管理という用語に次第に統一されてきたのである。そし
てわが国の「原価計算基準」が原価管理をコスト・コントロールとして定義づ
けを行なったことにより，もはやこの訳語は決定的なものとなったかに見えた。
　ところが，1930年代になると，アメリカにおいてコスト・マネジメソトとい
う言葉が次第に専門家の間にも使われるようになってきた。これは企業管理の
方策として経営計画の重要性が認識されてきたのと軌を一つにしているように
思われる・また一方において，新しい管理技術の台頭がめざましく，従来のよ
うにたんなる標準原価計算の手法のみによっては，企業の管理は十分行なえな
いという事実が明らかになってきたことも一つの原因であるといえよう。いず
れにし（も，ここにおいて問題となるのは，アメリカにおいてコスト・マネジ
メソトとコスト・コソトロールという2つの専門語が使い分げられるようにな
ったのに対し　わが国では原価管理という用語のみが用いられており，コス
ト・マネジメソトおよびコスト・コ1■トロールという2つの言葉はともに原価
管理と訳出しうる可能性をもっているということである。そこでこの問題を明
確にするためのひとつの方法として，原価管理およびそれに類似した各種の用
語がわが国でどのように使いわげられているかについて，つぎに若干の考察を
してみよう。
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2原価管理の意義
　前段でのべたように，コスト・コソトロールとは主として標準原価計算によ
って原価を管理する方法であり，たとえぼヘッカート・ウイルソソ　（Heck・㎡
and　WiIs㎝）はその目的を「現在の条件のもとにおいて可能な最低の原価をも
って，最高の結果を確保すること」と定義している。ωまたゲヅツ　（Billy　K
G・・t・）は「計画への合致を確保する過程であって，経営活動の単位たる個々
の従業員に指示を与え誘導し，審査し，是正することによって，設定された経
営計画を実現することである。それは，各人の責任に関連させて標準を設定し，
計画や標準を下部に伝達し，業績達成に対する刺激を与え，計画や標準と相互
に比較できるように実績を測定し，この実績が計画に比較して不満足なことが
わかれぱ是正措置を講ずるという過程からなる。」とのべてい孔1勃
　このようにコスト・コソトロールは，一般に，あたえられた一定の生産条件
のもとで生産能率の向上をはかろうとするものと理解されている。したがって，
そのもっとも一般的形式である標準原価計算によって，コスト・コントロール
を行なう場合についていえば，あたえられた標準的生産諸条件のもとで作業活
動を実施し，その作業能率をあらかじめ設定された標準に近づげさせ，その結
果標準原価にまで原価を引下げることを目的とするものということになる。だ
から，たとえぱ標準についていえぱ，それをいかなる水準に設定するかはコス
ト・コソトロールの間題ではなく，あたえられた標準に対して，実際の原価を
いかに近づげるかが問題たのである。
　これに対して，コスト・ダウソ，コスト・リダクショソまたはコスト・イソ
プルーブメソトといわれるものは，製品設計，使用材料，生産方法，生産設備
たどさまざまた生産条件を積極的に改善することによって，原価の引下げをは
かろうとするものであって，コスト・コソトロールにおいては原貝uとして間題
としなかった前提条件そのものの改善をも含むところにいちぢるしい相違が見
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出される。したがって，標準原価計算の例についていえば，標準をいかに設定
するかという問題自体が分析検討の対象となる。
　わが国ではコスト・ダウソ，およびコスト・リダクショソは「原価引下げ」
「原価低滅」と訳出するか，または原語のコスト・ダウソをそのまま用いてい
私それに対して，コスト・コソトロールの場合はすでにのべたようにr原価
管理」r原価統制」と訳出するかまたは原語のコスト・コソトロールをそのま
ま用いている。
　一方，通産省産業構造審議会管理会計部会の答申rコスト・マ不ジメント」
によって導入されたコスト・マネジメソトなる概念はどうか。そもそもコスト
・マネジメントという概念は，アメリカではすでに一部の文献において用いら
れており，またわが国でも昭和31年ごろから一部の学者の問で用いられては
いたが，一般的な用語として登場してきたのはこの「答申」が最初であろうと
思われる。そこでまず，「答申」ではコスト・マネジメソトをどのように規定
しているかについて見てみよう。
rコスト・マネジメソトとは，利益管理の一環として，企業の安定的発展に。必
要な原価引下げの目標を明らかにするとともに，その実施のための計画を設定
し，これが実現を図る一切の管理活動をいう。」（答申rコスト・マネジメソト」
総括）
　このように，コスト・マネジメントは利益管理の一環として原価引下げの目
標を明らかにするものであり，実施のための計画の設定を含む一切の管理活動
をいうものたのである。したがって，それは従来のコスト・コソトロールより
も広い概念であり，むしろコスト・ダウ＝■にきわめて近いものであることは明
らかであろう。
　「答申」は，コスト・マネジメントは基本的に原価計画と原価統制という二
つの部分よりなるとしている。ここにいう原価統制とは「執行活動に関して，
原価標準が実現されるように，執行活動を指導・規制するとともに，原価効率
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を増進する措置を講することをいう。」（答申rコスト・マネジメント」第2章
原価統制）
　したがって，これはいわゆるコスト・コソトロールである。かくてr答申」
においてはコスト・マネジメントという従来の原価管理より広い概念を導入す
ると同時に一方においてコスト・コントロールを原価統制と訳出するという，
これまではどちらかというと比較的一般的でなかった概念の設定を思いきって
行なったのである。しかしながら，このような用語の使用はこれまでのわが国
の一般的な通念を無視するものとしてこれに批判的な見解もある。＝劉
　ちなみに，わが国の「原価計算基準」は前段でのべたようにコスト・コソト
ロールに原価管理との訳語をあたえ，つぎのような概念規定を行なっているの
である。
　「原価管理とは，原価の標準を設定してこれを指示し，原価の実際の発生額
を計算記録し，これを標準と比較して，その差異の原因を分析し，これに関す
る資料を経営管理者に報告し原価能率を増進する措置を講ずることをいう。
　この概念規定は，わが国の原価管理に関する諸文献に大きな影響をあたえて
おり，すでに多くの著作においてこの種の概念規定がみられる。ωもっとも青
木茂男教授や今井忍教授のように原価管理概念を拡大して，コスト・マネジメ
：■トと同じ概念規定をあたえた研究者もいるにはいた。＝5〕
　コスト・マ不シメソトの答申が従来の原価管価概念を拡大した新しい概念の
導入を試みた理由は，近年におげる経営計画の重要性の増大と新しい管理技法
の発展に多分に影響されているものと考えられる。この点について「同答申」
はつぎのようにのべている。
　　r今日，企業の発展に関連する諸問題は，経営財務・生産技術・マーケティ
ソグ機構，人事および企業間の関係などの諸分野につき種々なる形で現われて
いる。したがって，これらの，企業の包蔵する間題を的確に摘出し，解決して
いくためには，経営老は常に広い視野に立った長期的経営計画思考に基づく意
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思決定を行なわなげれぱならない。
　長期的経営計画思考は，企業の蚊益面と原価面とを緊密に関連せしめ，長鶏
的利益の実現を図るものである。しかし，国際麓争力を高めるためには・国際
水準に照らして；原価を不断に一定限度以下に計画的に引下げ，維持すること
が特に重要であり，その原価の引下げを中心として，経営の体質改善を図るこ
とが絶対に必要である。」（同答申「コスト・マネジメソト」）
　つまり，企業の安定的発展の目標である長期的利益の増大のための原価引下
げこそが，コスト・マネジメソトの根本的課題であり，たんに標準原価に対す
る実際原価の引下げ方式のみでは，今日の複雑な企業の間題を的確に処理する
ことは困難だというのである。これは従来の原価管理の計算領域をはるかに超
えた間題領域の拡大といわねばならない。
　「コスト・マネジメソト」の答申では，コスト・マネジメソトを原価管理と
訳さずに原語のままで用い，一方，コスト・コ1■トロールを原価統制と訳出し
た理由については，青木茂男教援がつぎのように説明している。「わが国では
従来からコスト・コソトロールに対して原価管理という用語を用いてきた。
が管理という言葉は，内容的には計画と統制を含む毛のと解される故に，たと
えそれが憤用語であるとはいえ，用語をできるだけ的確な概念を伝えるものと
して用いるという意図のもとに，あえて原価統制の用語をもってコスト・コソ
トロールをあらわすことにし，第1章の原価計画をうけて，第2章を原価統制
としたのである。
　この用語の問題は，原価引下げのための原価計画および原価統制を，更にそ
のための分析・計算手法や組織面の課題とともにとりあげるところのrコスト
・マネジメソト」についての呼称との関係においても問題にされた。すなわち
コスト・マネジメソトをどあように目本語として表現すべきかが論議されたの
であって，結果的には，「コスト・マネジメソト」の表現がそのまま用いられ，
副題として一原価引下げの新理念とその方法一とされたのであるが，とに
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かくコスト・コソトロールを原価管理というと，原価管理という用語はコスト
’マネジメソトとの関係においても若干紛らわしい点があると考えられた。
　以上のべたような理由によって，この答串においては・コスト・コンロール
を原価統制とLたのである。」㈲
　要するに，答申がコスト・マネジメソトという原語を用い，コスト・コソト
ロールを原価統制と訳したことの裏には，従来の原価管理概念の拡大が指向さ
れたものと類推されるのである。
　このことは，答申の第4章の表題をrコスト・マネジメソトのための管理組
織」としないで，「原価管理組織」としていることでもうかがえる。ただ，溝
口教援も指摘しているように，原価管理の概念をこの機会に拡充しようという
方針を貫くとすれぽ，答申の表題自体をr原価管理」として第4章の表題と一
致させた方がむしろよかったのではないかと思われる。ω
　いずれにしても，青木教授も指摘しているように，管理という概念は計画と
統制という二つの要素を含むというのが一般的理解であり・これに従うかぎり・
答申における原価管理概念の拡充の意図は賛成しうるものであって，本論にお
いても原価管理概念を広義に解釈し，後段においてその領域を明らかにして行
きたいと考える。
注（1）Heckert　and　Wils㎝，Con㍍ouership，1952，P・29・
　（2〕B1llyE－Goetz，MamgementPlaming　and　Contro1．1949，P・3・石塚博司稿，
　　r原価管理の本質規定をめぐつて（1）」早稲困商学179号，137頁
　（3）このような考え方は，たとえぱ溝ロー雄教授のつぎのような主張によつて代表さ
　　れるであろう。
　　　r……『原価管理』をコスト・コントロールの訳語として理解している揚合がよ
　　り一般的（私自身は拙稿『原価管理の展開』産業経理，第10巻第11号，1950年にお
　　いて初めて『原価管理』という用語を使用した当時は，今日にいうコスト・マネジ
　　メントの構想に近い考え方をとつていたのであるが……）であるから，その伝統を，
　　この段階で無視するのは着干ゆきすぎではないかと，いささか危慎の念がある」溝
　　ロー雄稿r『コスト・マネジメント』答申の検討」実務会計，昭和42年7月号，57頁
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（4）たとえば，松本雅男著r標準原価計算」昭和36年，山辺六郎「原価計算論」昭和
　36牢，佐藤精一著r原価政策」昭和37年。もっとも，佐藤精一教授は，基本的には
　コスト・コントロールが原価管理であるとLながらも，より拡大された概念を原価
　管理と呼ぶこともありうるとしているo
（5〕青木茂男薯「新版原価計算論」昭和38年，今井忍著r近代企業の原価管理」昭和
　36牢
（6）青木茂男稿「『原価統制』の解説」企業会計，昭和42年2月号，29頁
（の　溝1コー雄，前掲論文58頁
3原価計画の内容と領域
　原価管理またはコスト・マネジメントの領域をr答申」の趣旨にそって，広
義に理解するとすれぼ，それは原価計画と原価統制に分げられる。ここにいう
原価統制とはコスト・コソトロールであることはすでに指摘した。
　そこで，まず原価管理の重要な一要素としてとり入れられたr原価計画」の
意義にっいて考えよう。
　「原価計画」導入の意義は，つぎの4つの点に要約されうる。ω第一は，原
価の引下げが「長期にわたる企業の安定的成長」との関連において考えられて
いるということである。したがって，短期的な原価引下げを目標とした従来の
原価管理（コスト・コソトロール）とは本質的に異なる側面をもっている。つ
まり，長期的な原価引下げを目標とする広範囲な性格をもっているということ
である。したがって，従来の原価管理においてはほとんど問題とされていたか
った経営構造の改善や企業環境の整傭までが，その領域内の間題としてとりあ
つかわれているのである。
　このように経営計画または経営意思決定と原価との問題が，原価管理の領域
にとりλれられた理由は，たんといっても第二次大戦後におけるわが国経済の
急速な成長と，それによってもたらされた企業をとりまく諸条件の変化という
事実があげられよう。ことに技術革新によってもたらされた新製品の登場，生
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産方法の進歩などは，長期的かつ構造的視点においてコスト引下げの間題をと
りあつかうことの重要性を増大させた。
　かくて，いわば「戦略的」な観点から原価の引下げが問題となったのである
が，このレベノLでは短期的にはコスト・アヅプをもたらすものであっても・長
期的には企業の安定した成長に貢献すると考えられるような方策は，これをコ
スト・ダウンと考えるのである。たとえば，新しい設備投資や新製品の開発が・
短期的にはコスト・アヅプをもたらす場合がしばしぼ見受げられるが，それが
長期的に安定した企業成長をもたらすものであれぼ，企業としては穣極的に採
用しなげれぱならない。いかに目常の業務執行が合理的に行なわれても，基本
的な問題たとえぱ新製品計画や設備投資計画が適切でなげれぼ，原価を根本的
に引下げるここはできないし，企業にとってはむしろ大きなマイナスといわね
ぱならない。ことに今目のように資本の集約化がすすみ，大規模な設備投資が
必要とたってくると，企業の固定費はますます増大する傾向にあり，したがっ
て，固定費の引下げが大きな経営上の問題となって登場してくるのである。固
定費の引下げは，基本的には長期的視野にたった原価引下げの努力によってそ
の効果をあらわすものであろ㌦
　第二は原価の引下げを企業全体の立場から幅広い視野にたって行なおうとし
ていることである。長期的計画はたんに生産部門とか管理部門のような一部門
によってのみ行たわれるものでたく，つねに企業全体の視野に二立って計画を設
定し，また企業の各階層各部門がすべて計画の達成に努力し，協力しなけれぱ
ならないのはいうまでもない。このことは原価計画においても同様であ飢原
価の引下げに対する考え方は，企業全体の立場から生産性，収益佳を増大させ
るという観点に立っている。
　したがって，原価計画を補完する原価統制において，標準原価のみでたく費
用予算についても執行活動の目標となる原価の標準とみているのである。「答
申」において，標準原価とならんで予算統制が管理技法のひとつとしてとりあ
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つかわれているのも，このあらわれであろうo
　また，企業全体の立場に立って，しかも長期的視野にもとづいて設定される
経営計画に関して意思決定を下すのは，いわゆる企業のトヅプ・マネジメソト
の役割といわねばならない。この種の決定こそ，グーテンベルグが指摘してい
るように，「本来の管理決定」（reale　F舳工㎜gsentscheid㎜9en）であり，企業の
運命を左右するほどの影響力をもつ重大な決定である。一2〕この決定はトッブ・
マネジメソトが行なうべきもので，原則として下位の階層に委譲したり，それ
を回避したりすることはできない。「コスト・マネジメ：■ト」の答申が「その
ため経営者には，確固たる経営理念に基ずく，長期的かつ総合的採算思考によ
り裏付けられた，統一的な意思決定が要求されるのである。（「答申」総括）と
して原価計画に関して，経営老の役割をとくに強調しているのは，げだし当然
といえよう。
　しかしだからといって，原価引下げに関してミドル・マネジメソト，あるい
はフォアマソや一般従業員のはたす役割を軽視しているわげではない。「かか
る原価引下げは，ひとり上層経営者の関心事にとどまらず，あらゆる階層の経
営管理者が，それぞれの担当領域において配慮すべき重要事項」（「答申」）総括
なのである。
　第三は，答申は経営者の正しい意思決定を可能ならしめるための情報システ
ムの整備充実を強調していることである。
　経営者が正しい意思決定を行たうためには，基本的には経営者自身の資質，
とくに決断力のいかんにかかっている。しかしその前提として，経営老にあた
えられる情報が質的にも量的にも十分であり，的確なものであることが必要で
あろう。いかにすぐれた決断力をもった経営者でも，あたえられる情報に間題
があれぱ正しい意恩決定のできるわけがない。rコスト・マネジメソト」の答
申がr企業をとり童く環箆と企業内部の状況とを周到綿密に観察しこれに関
する情報を遼時，適切に収集し，これを有効に利用することから生ずるのであ
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る。それゆえに，情報システムを整備充実することが，計画着想の基礎であ
る」（r答申」原価計画）とのべているのは，この点をとくに強調しているもの
といえよう。
第四は，原価計画の弾カ的運用を強調していることである。そして，この実施
を確実にするために，統制責任をもって裏付けさせるべきことを指摘している
ことである。
　一般に言十画の設定は企業の活動を硬直化する傾向にあるといわれる。したが
って，原価計画の設定と運営にあたっては，このような欠陥の生じないよう十
分配慮をたすことが必要である。ことに現在のように経済的，技術的条件や需
要者の趣味，嗜好が急激に変化するし，競争企業の行動もこれに応じて千変万
化する時代においてはr……企業は瀞こ情勢の変化に即応してその原価計画に
弾力性をもたせなげればたらない」（「答申」原価計画）のである。そLて設定
した原価計画にあやまりがあったことが明らかとなった場合ば，この計画をと
りやめるか修正する必要がある。「たてた計画に拘泥することは，原価引下げ
の効果を失なわしめるのみならず，かえって原価を高める危険さえある。機に
臨み，変に応ずる機動的な原価計画をたてることが，真の原価計画の設定であ
る。」（r答申」原価計画）
　以上，原価計画の特徴についてのべたが，このような原価計画はいかなる立
場から間題の解決にとりくむのか。「答申」においてはそれは3つの主題から
たり立っている。すなわち，企業環境の改善，経営構造の改善および業務執行
の改善である。
　企業環境の改善とは，企業をとりまく経済的，杜会的環境を改善することに
よって原価の引下げをはかろうとするものである。ただ企業環境の改善には企
業だけで解決できないものもあるが，解決可能なものについてはできるだげそ
の実現に努力したげれぱならたい。「たとえぱ，企業の合併・業務提携，工場
の専門化と多角化，企業の系列化，企業のコンビナート化，工場団地化，部品
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規格の企業閻統一，流通機構の整備などである。」（「答申」原価計画）ここに
いう経営構造の改善とは，企業がその業務を遂行するために基本的に必要な物
的設傭および人的組織である。
　したがって，このような経営溝造計画を合理的に展開するにあたって，もっ
とも必要なことはr①企業に最も適した製品を選択する製品計画を主軸とL，
これに応じた物的設備と基本要員の合理的な選択と，②経営規模を拡大Lてそ
れにより利益をあげることである。」（r答申」原価計画）この構造計画は企業
活動の基礎を決定する基本計画であり，これを基盤として業務執行計画がたて
られることになるo
　業務執行計画は・利益計画と資金計画からなっているが，これはより具体的
には損益予算と資金予算として結実している。
　損益予算をたてるにあたっては，各部門予算の積上げがえられる期待利益が，
企業の希望配当金，杜内留保，役員賞与，法人税，支払利息などから求められ
た希望利益にできるだけ近づげるような努力がなされなけれぱならない。この
ような希望利益の実現は，売上高を高めることと，費用を引下げることによっ
て達成されるが，この際重要なことは，売上高とめ関連において費用を相対的
に引下げるということである。したがって，短期的な費用の増加も長期的な
売上高の増カロに結びつくものであれば，合理性があるものとみなされるであ
るo
　このような原価の相対的引下げに役立つ売上高の増加は，適切な販売計画に
よって達される。また同時に，製品有高計画，販売費計画などもこの販売計画
との関達においてとりあげられねぱならたい。
　一方，費用計画は売上製品原価計画，販売費計画，一般管理費計画，技術研
究費計画などに犬別される。売上製品原価計画の中心はいうまでも製造原価計
画であるが，それには材料購買ならびに有高計画の合理化が前提として行なわ
れねぱならない。このためには価値分析などの手法が幅広く適用されねぱなら
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ない。
　製造原価の引下げにあたっては，まず杜内規格の単純化と製品設計を合理化
することが必要であり，っぎに生産の集中化，基幹設備の大型化および操業度
の増加が重要である。これらの計画は販売計画と密接な関連をもつが，それと
の関違において製品の選択と組合せ計画が問題となり，同時に生産Pヅト計画，
工程計画，日程計画などの合理化も必要とたってくる。これらの計画を合理的
に推進するためには，価値分析や物量標準の設定などの管理技法の適用が有効
である。
　その他販売費や一般管理費などについても，引下げの方策がたてられたげれ
ぱならないが，とくに販売費にっいては売上高の増加との関係で販売費の相対
的引下げが考えられなけれぱならないのはいうまでもない。
　以上のように，原価計画は利益計画の一環としてはかられる原価の引下げで
あり，したがって，長期的かつ幅広い視野をもって企業全体の立場から行なわ
れるものである。Lたがって，上は経営老の意思決定から下は従業員の目常の
活動にいたるまですべてこの計画の設定と達成に関係し，原価の引下げに努力
しなければならないことになり，経営組織の面からいってもきわめて広範囲に
わたる。また引下げるべき原価は製造原価だげでなく販売費，一般管理費など
の企業において発生する費用のすべてにわたり，しかもこれらの原価の引下げ
のために企業環境の改善，経営構造の改善，業務執行計画などをはかろうとす
るものである。したがって，この領域はきわめて広いものといわねばならな
いo
注（1）松本雅男稿二「原価計画一原価引下げの新理念」企業会計，昭和42年2月号，38頁
　（2〕小川・二神訳rグーテンベルグ・企業の組織と意思決定」昭和39年，65頁以下
4原価統制の内容と領域
原価統制（コスト・コソトロール）とは，すでにのべたように執行活動に関
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して，原価標準が実現されるように，執行活動を指導，規制するとともに，原
価効率を増進する措置を講ずることをいう。
　このためには，原価統割の機能はつぎのようなプロセスにあるということが
できよう。（「答申」原価統制）
　（1）各階層の経営管理老にたいして，原価責任を明確にすること。
　（2）各階層の経営管理者にたいして，執行活動たる原価標準を伝達するこ
　　と。
　（3）各階層の経営管理者にたいして，管理意慾の向上をはかること。
　（4）原価標準と原価の実際発生額の差異を算定し，その原因分析を行なう。
　（5）これらの資料を経営管理者に報告す私
　（6）原価効率を増進させるための是正措置をとらせる。
　元来，コスト・コソトロール（原価管理）の意義またはその領域をめぐって，
従来よりさまざまな論議があった。たとえぱ，コスト・コ1■トロールは，物量
管理やモチベーシ亘ソ・コソトロールなどの業務管理としての直接管理をもふ
くむのか，あるいはたんに貨幣価値のみをもって管理するいわゆる問接管理に
とど亥るのか，とかまたは，ライソ機能のみか，スタヅフ機能のみか・あるい
は両老を包含するものか，などである。
　従来より，狭義のコスト・コソトロールといわれていたものは，上記のプロ
セスのうち，（4）および（5）のみをその領域と考えていたのであり，広義のコス
ト・コソトロールは上記のプロセス全体をその領域に属するものと理解してい
たのである。
　ところでrコスト・マネジメソト」の答申はこの論争にたいする見解を明ら
かにし，コスト・コソトロール（原価統制）は経営管理老の原価責任を明確に
することから，原価効率を増進する措置をとらせることに至るまでのすべての
プロセスをふくむものと規定した。したがって，ここで考えられているコスト
・コソトロールは従来の見解からすれぱ広義に属するものであり，直接管理で
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かつラィソ機能とスタヅフ機能の岡老をふくむものということになる。
　このようなコスト・コソトロール（原価統制）のブロセスは，アメリカ会計
学会のr原価概念および基準委負会」の意見書（1951年度）に大きな影響をう
げたことはまちがいたい。しかし同時に「原価計算基準」の見解を尊重Lて規
定されたものである。ω
　このような原価統制を行なうにあたって用いられる用具は，「答申」では原
価標準という言葉が使われているが，それは必ずしも標準原価だげでなく予算
原価でもよいし，ときには実際原価同士の比較であってもよい。またさらには，
貨幣表示のものに隈定せず，物量標準でもよいというように，きわめて弾力的
なものである。とくに原価統制においては物量標準と貨幣価値標準とが問題と
なるが，ここでは，前老は現場管理老にとって重要であり，後着は上層管理着
にとって重要であるので，雨老を併用することが望まLいことになる。また，
モチベーションについても，原価計画および原価統制に関してとくにその重要
性が強調されている。
　いずれにしても，原価統制においては，たんに会計によるコソトロールだげ
で在く，会計によらたいコントロールもその重要な手段としてとりあつかわれ
ることを明確に打出しており注目され乱
注（1〕青木教授稿r前掲論文」70頁
5　あ　と　が　き
　以上のように，ここでは原価管理を従来の概念より拡大して原価計画と原価
統制をふくむものと考え方にたって論述をすすめてきた。その繕果，当然のこ
とながら，原価管理の領域も拡充されることになっれ
　このように拡大された原価管理において適用される管理手法ぱ，たんに標準
原価計算による標準・実際分析だけでは不十分である。「コスト・マネジメン
ト」の答申でもこのような領域にたいして適用される管理手法として，っぎの
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七つのものを例示しているo
　　　OR
　　　I　E
　　　価値分析
　　　特殊原価調査
　　　直接原価計算
　　　標準原価計算
　　　予算統制
　これらの手法のうち，従来の原価管理においてはOR，I　E，価値分析とい
ったものは，ほとんど問題にされていなかったのであるが，すでにのべたよう
た原価管理概念の拡大によって，この分野においても脚光をあびるようになっ
たものであるo
　これらの手法は，さらにL．P　PERT．QCあるいは行動科学といった新し
い問題にまで展開されるものと期待される。
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